様式7
事　業　計　画　書

	法人名
	[bookmark: _GoBack]

	募集要領４⑴のうち
該当する項目（該当項目に〇印：複数選択可）
	【地域振興】　　【教育・福祉向上】　　【雇用促進】

	第1
実施方針
（事業コンセプト・周辺環境への配慮）
	※当該施設を利用した事業計画の基本理念や事業の目的等を記入
1 事業の全体的な目的、想定するターゲット層、提供するサービスの内容





２ 周辺環境との調和、法的要件（都市計画法、建築基準法等）への適合性
（交通対策、環境対策、地元住民への説明合意形成の手法等の適切性、事業実施に係る法的要件の適合性）






	第２
実施計画（地域貢献・行政課題の解決）
	※地域課題、ニーズの把握、幅広い世代が利用対象、地域に根付いた活動、地域資源の活用、住民等との連携・協力等を記入
１　地域振興、教育・福祉向上、雇用促進に関する事業の実施計画・効果
（地域住民との交流・コミュニティ形成への寄与、地元雇用の創出（従業員配置計画）、市内業者の活用等）





2市の行政課題の解決への貢献






	第３
事業実施体制・資金計画
	※当該事業を実施する体制について記入
1 事業を遂行する組織体制、同種事業の実績





2 資金調達計画（自己資金、金融機関からの借入等）と収支見通し





3不測の事態における事業継続・リスク管理計画






	収支計画
	※「資金調達計画」事業開始までに要する費用と財源について記入
※「事業収支計画」本物件を取得（借受）後からの収支計画（単年度と10年間）について記入
⑴ 初期投資及び資金調達計画（開業前・整備期間）
	【資金の使途（支出）】
	金額
(千円)
	【資金の調達（収入）】
	金額
(千円)

	① 土地取得費・賃借権利金等
	
	① 自己資金
	

	② 施設整備費（建築・改修）
	
	② 金融機関借入金
	

	③ 設備・備品購入費
	
	③ 補助金等
	

	④ 開業準備費・その他
	
	④ その他
	

	初期投資 合計 (A)
	
	資金調達 合計 (B)
	

	（※ (A) と (B) の合計額は一致すること。）
	
	
	

	（※ 借入金がある場合は、金融機関の融資証明等、資金の裏付けとなる資料を添付すること。）
	
	
	


⑵ 単年度（事業本格稼働後）の事業収支計画
※　稼働後における標準的な1年間の収支（または複数年の平均）を記載すること。
	収入の部（科目）
	金　額
（千円）
	積算根拠・備考

	① （例：賃貸料）
	
	

	② （例：施設利用料・売上）
	
	

	収入合計 (C)
	
	



	支出の部（科目）
	金　額
（千円）
	積算根拠・備考

	① 人件費
	
	（配置人員数×単価）

	② 維持管理費
	
	（光熱水費、清掃、修繕費等）

	③ 租税公課・地代家賃等
	
	（固定資産税、市への貸付料等）

	④ 借入金返済額（元本+利息）
	
	

	支出合計 (D)
	
	


 収支差引 (C) - (D)
　　　　　　　　　　千円 （※原則として0円または黒字となること。）
⑶ 10年間の事業収支計画
※　初期投資及び資金調達計画（開業前・整備期間）を含めた10年間の収支を記載すること。
収支差引 (C) - (D)
　　　　　　　　　　千円 （※原則として0円または黒字となること。）

	事業スケジュール
	※全体の事業スケジュールについて記入
(本物件を取得（借受）後から事業開始までのスケジュール（１年以内）を月単位で概要を記入、本物件を取得（借受）後から10年間の事業スケジュールを年単位等で概要を記入)



	その他特記事項
	


※　記入枠が足りない場合は様式の拡縮を認める。(記入事項の変更は原則不可)
※　その他、事業計画の詳細が分かる資料があれば添付すること。
